
２０２４年度事業報告 

 

１．役 員 

会 長 1 名 

副会長 2名 

  理 事  21 名 (「会長、副会長」を含む) 

  監 事  2 名 

 

２．会 員 

会員校 244 課程(2024 年 6月 1 日現在) 

   (内訳：大学院 22、大学 205、大学専攻科 5、専門職大学 1、短期大学専攻科 2、 

養成所 9 ) 

  賛助会員（個人）4名 

 

３．総 会 

定時社員総会は、2024 年 6 月 1日(土)  に日本教育会館一ツ橋ホールにて開催した。 

 2024 年 6 月 1 日時点の加入校 244 校（総社員数 244 名）のうち、同日 10 時 40 分現在の

出席者は 105 名、議決権行使書の提出は 116 校、合計 221 名であった。これにより、一般社

団法人全国保健師教育機関協議会定款第 28 条、第 30 条に基づき、定時社員総会は成立し

た。 

1) 決議事項 

(1) 2024 年度役員（理事・監事）選任：辞任する役員 1名、新役員候補 1名 

(2) 定款一部変更：第 18 条第 4項、第 34条第 2項、附則 4 

(3) 2023 年度決算報告および監査報告 

(4) プラットフォームの構想 

(5) 保健師教育評価 

上記について協議し、承認された。 

2) 報告事項 

(1) 2023 年度事業報告 

(2) 2024 年度事業計画･収支予算書 

 

４．理事会 

1) 第 1 回 理事会 

2024 年 5月 4日（土）オンライン（Zoom）にて開催した。 

(1) 審議事項 

2023 年度事業報告・決算・監査報告、2024 年度定時社員総会、入退会（入会 5 校、



団体賛助会員 1校、退会なし）、ブロック理事の交代、保健師教育評価、プラットフォ

ーム構想、編集委員会投稿規程の一部改訂について承認された。 

(2) 報告事項 

会長、副会長、各委員会、ブロックからの報告、第二期中期計画（2019〜2023 年度）

の評価、活動の手引き 2024、会計（2024 年度定時社員総会時の旅費、2024 年度予算の

微修正）、大学専攻科の調査と今後の活動方針、保健師の未来をひらく会プロジェクト、

全保教としての参画している委託事業の進捗について報告がなされた。 

 

2) 第 2 回 理事会 

2024 年 6月 1日（土）日本教育会館にて、第一部、第二部の 2回に分けて開催した。 

(1) 審議事項（第一部） 

入退会なし、各委員会・ブロック委員，各委員会・ブロック活動計画、公衆衛生看護

学教育モデル・コア・カリキュラム改訂版について承認された。 

(2) 報告事項（第二部） 

2024 年度中期計画、2024 年度アクションプランに基づく活動方針、役員の業務、保

健師教育第 9巻の企画，その他について報告がなされた。 

 

3) 第 3 回 理事会 

2024 年 8月 25 日（日）オンライン（Zoom）にて開催した。 

(1) 審議事項 

2025 年度アクションプラン・中期計画、2025 年度行事予定、秋季教員研修会、公衆

衛生看護学教育のコア・カリキュラム改訂、公衆衛生看護学教育評価準備、プラットフ

ォーム構築の進め方、事務局に関すること、定時社員総会の開催方法等について承認さ

れた。 

(2) 報告事項 

会長、副会長、各委員会・ブロック活動の進捗状況、2024 年度補正予算、日本保健

師連絡協議会，自民党看護問題小委員会への要望書提出、全保教としての参画している

委託事業の進捗、その他について報告がなされた。 

 

4) 第 4 回 理事会 

2024 年 11 月 10 日（日）オンライン（Zoom）にて開催した。 

(1) 審議事項 

2025 年度アクションプラン・中期計画、2025 年度定時社員総会および講演会、2025

年度教員研修会、公衆衛生看護学教育のコア・カリキュラム改訂、公衆衛生看護学教育

評価準備、第 111 保健師国家試験内容調査及び環境調査，2024 年度補正予算、入退会

（入会 1校）、推薦委員会の立ち上げ、全国保健師教育機関連絡協議会規程の一部改定



（第 9条 委員会）について承認された。 

(2) 報告事項 

会長、副会長、各委員会・ブロック活動の進捗状況、2024 年度 9月期中間決算報告、

プラットフォーム構築と事務局に関すること、日本保健師連絡協議会、全保教としての

参画している委託事業の進捗、その他について報告がなされた。 

 

5) 第 5 回 理事会 

2025 年 3月 9日（日）オンライン（Zoom）にて開催した。 

(1) 審議事項 

2025 年度法人事業計画・中期計画、アクションプラン、2025 年度法人収支予算書、

2025 年度活動計画書・収支予算書、2025 年度定時社員総会、2025 年度研修、公衆衛生

看護学教育のコア・カリキュラム改定、公衆衛生看護学教育評価準備、研究助成制度、

入退会、推薦委員会、全国保健師教育機関連絡協議会規程の一部改定（第 9条 委員会）

について承認された。 

(2) 報告事項 

会長、副会長、各委員会・ブロック活動の進捗状況、事務局業務委託契約、日本保健

師連絡協議会報告、委託事業への全保教としての参画進捗状況、その他について報告が

なされた。 

 

５．ブロック活動（別紙） 

1) 北海道、東北ブロック 

2) 北関東、甲信越ブロック 

3) 南関東ブロック  

4) 東海、近畿北ブロック 

5) 北陸、近畿南ブロック  

6) 中国、四国ブロック 

7) 九州ブロック   

 

６．委員会活動（別紙） 

1) 研修委員会 

2) 教育課程委員会 

3) 教育体制委員会 

4) 国家試験委員会 

5) 広報・国際委員会 

6) 編集委員会 

7) 教育評価準備委員会（臨時委員会） 



8) 健康危機管理対策委員会（臨時委員会） 

 

７．教員研修会 

1) 2024 年度春季教員研修会 

2024 年 6 月 1 日（土）日本教育会館一ツ橋ホールにて開催し、オンデマンド配信を実

施した。 

テーマは、「看護の動向と保健師教育への期待」厚生労働省医政局看護課課長補佐 初

村恵氏、「地域保健の動向及び保健師への期待」厚生労働省健康・生活衛生局健康課保健

指導室長 後藤友美氏、「看護系大学における保健師教育の動向」文部科学省高等教育局

医学教育課看護教育専門官 渡邉美和氏 

 

2) 第 39回夏季教員研修会 

  2024 年 8月 24日（土）オンライン（Zoom）にて開催し、オンデマンド配信を実施した。 

  テーマは、「保健師が継承する地域づくり・健康づくりのスキル」 

(1) 全体研修 1「公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラムの改訂に向けて」 

(2) 全体研修 2「国家試験問題作問チャレンジ 入門編・実践編のご案内」 

(3) 分科会 1「健師教育課程と 3つのポリシー」 

(4) 分科会 2「発展的な統計解析の理論と実際～共分散構造分析～」 

3) 第 5期全国保健師教育機関協議会 公衆衛生看護学を教授する教員〈ラダーⅠ〉研修 

2024 年 8月 22 日（木）、23 日（金）、2025 年 3月 28 日（金）日本教育会館にて開催し

た。 

4) 第 12回秋季教員研修会 

  2024 年 10 月 28 日（月）札幌ガーデンパレスにて開催した。 

  テーマは、「保健師として働き続けるためのキャリア形成の支援」 

 

８． 関係団体との連携、協力 

1) 保健師連絡協議会幹事会に参加した。 

2) 「保健師の未来をひらく会プロジェクト」に参画した。 

3) 厚生労働省：「自治体保健師のマネジメント能力向上のための e ラーニング開発等一

式」の入札にかかる技術評価委員会として参加した。 

4) 文部科学省委託事業実行委員会：JANPU 臨時委員会「感染症等の健康危機管理に対応

できる保健人材養成のための調査研究事業」に参加した。 

5) 文部科学省：「看護学教育モデル・コア・カリキュラム改訂に関する連絡調整委員会」

に参加した。 

6) 厚生労働省：「管理職研修を通した自治体と大学の協働に関するアドバイザリー事業

有識者会議」の委員として参加した 



7) 「自治体保健師人材確保支援に関わる調査事業」に参加した。 

 

９．広報活動 

1) ホームページおよびメールマガジンによるタイムリーな情報発信 

2) 学会等における活動内容や成果の普及 

 

１０． 意見書・要望書提出 

• 自由民主党看護問題小委員会に、「1. 保健師の上乗せ教育（大学院修士課程・大学

専攻科）の推進と支援の拡充」「2. 学士課程の看護師教育と抱き合わせた保健師教

育の実態把握と必要時の指導」を提出した。（2024 年 8月 15 日） 

• 自由民主党看護問題対策議員連盟に、「1. 大学専攻科における保健師教育を私立大

学等経常費補助金の対象に含める制度の拡充」「2.保健師教育の実態把握と大学院修

士課程の定員是正を含む制度的支援の充実」を提出。（2025 年 3月 31 日） 

• 厚生労働省に、国家試験に係る要望書を提出した。（2025 年 2 月 24 日） 

• 厚生労働省に、第 111 回保健師国家試験の出題内容について意見書を提出した。

（2025 年 2 月 24 日） 

 

１１． 事務委託 


